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報 告 人間らしい働き方の実現
−第30回連合総研フォーラム−

　日本経済の中長期的な問題として、人口減少、高齢
化が大きな問題になっています。社会保障人口問題研
究所による新しい将来人口推計には、100年後、2115
年までの数字が出ています。その中位推計では2115
年の日本の人口は5,050万人とされています。現在の日
本の人口が１億2,000万人強ですから、100年後に半分
以下にまで減っていくと。これは移民を別にしての話
ですが、自然な人口の増減からすれば、100年後、
5,000万人ぐらいまで減るのは変えられないことだと思
います。この場合、出生率が大きな問題になります。
出生率2.0という水準がよく意識されます。男女がペア
になって子供を２人残せば、人口はあまり変わらない
というのですが、これは人口があまり変わらず、かつ
年齢ピラミッドがきれいな形をしているときの数字で
す。今の日本では若い女性の絶対数が減り過ぎている
ので、2.0という出生率でも人口は急激に減っていきま
す。高齢化率も高まります。65歳以上の人口が占める
比率は現在27％くらいですが、今世紀のピークには
38％くらいに高まります。
　前半では人口動態が特に社会保障や財政にとって大
問題であるという話をしたいと思います。後半では、
人口減少が経済成長にとってマイナスであることは間

違いではないものの、人口が減っていくので、どんな
に頑張ってもゼロ成長というのは間違っているという話
をしたいと思います。
　人口減少は大きな問題です。経済格差の拡大は、
高齢化がその原因のひとつになっています。20代を
100万人集めて、所得、資産、健康を調べると、ばら
つきがあるにしても相対的には小さいですが、65歳以
上の高齢者100万人で同じように調べると、20代に比
べはるかにばらつきが大きくなります。高齢化とは、社
会や人口全体の中でばらつきの大きい高齢者のシェア
が高まっていくことですから、高齢化によって社会全
体のばらつきが大きくなります。この理屈が過去20年
以上、日本の経済社会で強力に働き、今後、数十年
の間も同じ理屈が強力に働き続けることになります。
　それから家族の変容があります。一昔前、経済力が
ないお年寄りには子供が同居して面倒を見るというこ
とがありました。ここで言う家族の変容とはその逆で
す。例えば、30代、見た目には働いても良さそうな人
がどういうわけか定職に就けないため経済力もない。
昔はそういう人は親と同居し、親が面倒を見ていたわ
けですが、そういう姿が急速に崩れ、経済力のない
若い人が大都会に出て単身世帯を構えるという姿が明

　2017年10月24日、連合総研はJA共済ビル（東
京・永田町）において、「第30回連合総研フォーラ
ム」を開催し、「人間らしい働き方の実現」をテー
マに、賃上げの必要性、非正規雇用の見直し、「時
間主権」を軸にした生活時間の配分・配置の見直し
について議論を行った。フォーラムでは、中城吉郎
所長による「連合総研2017 ～ 2018年度経済情勢

報告」についての基調報告に続き、吉川洋教授によ
る基調講演、今回のフォーラムのテーマである「人
間らしい働き方」についてのパネルディスカッショ
ンが行われた。
　以下、基調講演の要旨及びパネルディスカッショ
ンにおける討議者の問題提起の要旨を掲載する。

（文責：連合総研事務局）

基調講演

「日本経済の現状と課題」
吉川　洋　立正大学経済学部教授 / 東京大学名誉教授（連合総研経済社会研究委員会主査）
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確になってきました。バブル崩壊後、特にそういう姿
が目立っています。
　３つめは、経済の長期停滞の中で、バブル崩壊後、
過去25年くらいの間に非正規が増え、４割近くになっ
ています。非正規の人たちの経済的な状態は悪く、格
差が広がってきています。これが大きな問題だと声を
大にして言った人がトマ・ピケティです。ピケティの議
論についてはいろいろ問題が指摘されていますが、格
差問題に社会の注意を喚起したという意味で大きな貢
献をしたと思います。企業レベルあるいは労働組合も、
言ってみればミクロで格差問題を考えなくてはいけな
いと思います。社会全体では、格差の防波堤は社会
保障です。格差問題は資本主義の始まりからあり、最
初はイギリスですが、19世紀の前半あたり、あまりに
格差が大きくて、資本主義にだめ出しをしたのがマル
クス＝エンゲルスです。1848年の共産党宣言です。そ
うした運動もある中で、先進各国とも格差問題に直面
し、それにどう対処するかという回答が社会保障です。
近代的な国家で公的な医療保険を最初に導入したの
はドイツ帝国、ビスマルクだと言われています。イギリ
スもチャーチルをはじめ保守党政権を含め、社会保障
の整備に大変熱心でした。スウェーデンも独自の歩み
を20世紀にしました。繰り返しですが、社会保障が格
差の防波堤なのです。
　日本も、一部には社会保障制度が戦前からあった
わけですが、制度として皆年金・皆保険ができたのは
1961年です。現在、給付総額は110兆円を超えています。
大雑把に言うと、その６割、60兆円が保険料ですが、
40兆円の穴が空いていて、10兆円を地方、30兆円を
国が入れている。国が入れている30兆円は、本来、税
金であるべきでしょうが、税金が足りないため、財政
赤字ということです。今回の選挙の前か直後に、安倍
首相が経済成長で自然増収を図るということを盛んに
おっしゃっていました。経済成長すれば、税収が自然
増収で伸びるというのは正しい。しかし、それで財政
再建ができるというのは、嘘としか言いようがない。
日本の財政赤字は構造的なもので、経済成長だけに
頼る、自然増収だけで財政再建が解決するという問題

ではないと考えるべきです。ではどうすればいいのか
と言えば、柱は言うまでもなく税収です。今回の選挙
でも無駄を削れと言っている人がいました。無駄を削
るのは常に正しい。しかし、無駄と言っても一体何を
削るのか。その余地が極めて小さくなっています。例
えば、公共事業は森内閣時の2001年度予算だと、一
般会計で14兆円ほどでしたが、今は６兆円を切ってい
ます。何が伸びているかと言えば、社会保障関係費で
す。この原因は高齢化です。１年経ち64歳が65歳にな
って年金をもらい始めると、全員がもらう基礎年金、
現在のルールでは半分は国費が投入されることになっ
ています。社会保障のルールを所与とすれば、高齢化
によってベルトコンベア式で増えていくことになるので、
その伸びを何とか削っていくということだと思います。
　税の話に戻りますが、日本人は税金を十分に払って
いないと思います。日本人は、アメリカの共和党など
の言うような小さな政府、社会保障ではなく、ある程
度充実したヨーロッパ型の社会保障を求めているにも
かかわらず、それに見合ったお金を出していません。
ヨーロッパでも高齢化により社会保障関係費が膨らみ
ますが、それをファイナンスする中核税として日本で言
うところの消費税について、EUメンバーは最低税率を
15％にしなければならないのがルールです。ドイツ、
フランス、イギリスが20％、スウェーデン、ノルウェー
は25％です。消費税のほかに所得税や保険料もありま
す。消費税率が主要国は20％であるのに、日本は８％
でうろうろしています。日本人が十分に税を払っていな
いということだと思います。政治家がやるべき仕事をし
ていないと思います。今回の選挙でも、消費税を巡る
議論は極めて低調、混迷していたと言わざると得ませ
ん。財政再建は厳しいわけですが、今回の選挙前、
解散時に、安倍首相は2020年、もともと消費税を10％
に上げたとしてもまだ目標を達成できないと言っていた
のですが、目標そのものの先送りをされました。もと
もと達成できないのだから先送りで良いのではないか
ということかもしれませんが、本当にそれで良いのかと
言いたい。
　デフレと金融政策の問題もあります。私は現在の日
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本銀行の金融政策には反対です。マネーを増やせば
物価の下落が止まるというのは間違っているというの
が私の主張です。日本のデフレの鍵は賃金デフレにあ
ります。名目賃金がだらだらと下がっていくようなこと
は他の先進国にはない（図表１）。しかもこの間、曲が
りなりにも労働生産性が上がってきたにもかかわらず、
名目賃金は物価の下落以上に下がりました。これは、
労働分配率が下がったということですし、実質賃金が
下がってきたということです。
　社会保障、財政についての大変大きな問題が、人
口減少や高齢化の下で生じるというのはその通りです。
しかし、人口が減るのでマイナス成長というのは全く
違うというお話をして、私の話を終えたいと思います。
　人口と経済の関係について、論より証拠で数字を見
るのが一番だと思います。明治初年からの100年以上
の間の日本の実質GDPと人口の推移を見ると、戦後の
動きが目立つわけですが、戦後において、実質GDPと
人口はほとんど関係ないと言ってよいほど、両者は乖
離しています。高度経済成長の時代、日本は年10％の
成長をし、人口は増えていました。人口の増加率を大
雑把に言いますと、1.2％、１％強くらいでした。実質
ベースで経済は10％成長、しかし人口は１％強しか伸
びていませんでした。10％マイナス１％で、労働生産
性が年々９％、言い換えれば１人当たりGDPが年々
９％ずつ伸びていたということです。2000年代に入っ
てからの日本経済の平均成長率は１％弱ぐらい、労働
投入はマイナス0.2とかでしょうか。GDP成長率は小さ

くなっていますが、１人当たり所得の伸びのほうが
（GDP成長率よりも）大きいということはわかります。
目の子算をやってみると、今後、日本経済が実質1.5％
ぐらいで伸びていってもおかしくないと考えています。
これは少し楽観的過ぎるという意見があるかもしれま
せん。それは数字を少し変えればよい。仮に1.5％とし、
人口が0.5％で減っていくとすれば、１人当たりの所得
は２％で増えていくことになります。２％で年々増える
と35年で倍になり、現在30歳の人の生涯所得が65歳
の人の生涯所得の２倍となります。プラス1.2％の成長
とすれば、45年で倍になり、現在20歳の人の生涯所
得が65歳の人の生涯所得の２倍になるという計算にな
ります。こうしたイメージを持っている人が極めて少な
いのは大変遺憾です。この目の子算が成り立たないの
は、ミサイルが飛んできたときくらいしか考えられない
のが私の実感です。分配率等の問題は確かにあり、
それをどうするかということはあります。１人当たりの
所得が伸びることを生みだすのはイノベーションです。
家計部門を凌いで法人企業部門が日本経済で最大の
貯蓄主体になっているのは、どう見てもこれが資本主
義なのかという気がします。人口が減るから下を向くと
いうのはおかしいというのが私の主張です。

　賃上げの問題について、人手不足なのになぜ賃金が
上がらないのかという問題、それから、なぜ賃上げが
必要なのかということについて、いろいろな視点から
お話しし、最後に、持続的な賃金の引き上げに向けて
どういうことをやっていけばよいのかという流れでお話
します。
　人手不足にもかかわらず賃金が伸びない理由は大き
くは２つあります。１つは、働いている人の構成が変

■パネルディスカッション①

賃上げの必要性に 
ついて

山田　久氏　日本総合研究所理事 /主席研究員

図表１　名目賃金の日米欧比較

（出所）OECD “Global Economic Outlook November 2016”より
　　　 吉川氏作成。
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わっている、要は限界的に伸びているのは非正規の
方々だということです。安倍政権が発足してすぐに人
手不足になっていったわけですが、雇用が大きく伸び
たのは、１つはシニアです。特にシニアの場合、非正
規のケースが多いわけです。それから主婦パートのよ
うに、専業主婦で旦那さんのお給料があまり伸びない
ので働きだしたという人もいるでしょうし、人手不足の
中で働き易い環境を企業が提供する中で働きだした人
も増えています。最近、労働時間がものすごく減って
いるのは、労働時間が短い非正規の人が増えているた
めです。限界的にしか働けない人が増えている結果で
す。一人あたりの賃金は当然低いですから、結果とし
て伸び悩んでいるということがあると思います。
　そうは言うものの、賃金が伸びていないのは確かで
す。労働分配率について、大手の分配率が大きく下が
っているという特徴があります（図表２）。賃金の決ま
り方として、日本の場合、大手と中小で大分違います。
中小は、最近は賃金が以前に比べると増えています。
賃金を上げないと人が集まらないためでしょう。大手
に人手不足で賃金が上がるという側面がないわけでは
ないですが、基本的には労使交渉の中で、長期的な
視点の中で決まっています。大手は利益のわりには上
がっていません。賃金を上げるという社会的なコンセ
ンサスが従来はありましたが、この10年以上、ほぼ消
滅してしまったのではないかと感じます。
　なぜ賃金の引き上げが必要なのかについて４点あり

ます。１つめは消費を拡大させることです。個人として
消費生活を豊かにする必要がありますし、マクロ的に
見ても経済を拡大するのに消費の拡大が必要であり、
そのベースが賃金です。２つめはデフレ脱却です。な
ぜデフレ脱却が必要なのかといえば、デフレが起こる
と借金をすることが厳しくなります。企業がリスクをと
らない、家計が住宅ローンを組めない。結果として経
済が縮小しやすくなる。もう１つマクロ的に重要なのは、
財政再建が極めて難しくなることです。財政再建を遅
らせると、いずれ暴力的な形で生活水準を下げざるを
得なくなります。第３に、賃金を上げるのは企業にとっ
てマイナスで、労働者にとってプラスだと直感的に考え
られるのですが、そうではなく、企業にとってこそ必
要です。賃金を上げないと働く人のモチベーションが
上がりません。生産性が上がっているよりも賃金を下
げてしまうと、収益性を上げていくというインセンティ
ブが働かないわけです。そうすると不採算事業などは
残ってしまい、結果的に企業が危うくなってしまいます。
ある程度賃金を上げていくことで、絶えず新しい事業
を生み出していく、収益性を考えていく、それに応じ
て働く人たちも新しいことにチャレンジしていく、新し
い能力を身につけていくことによって、労使の共存共
栄ができると思います。賃金を上げないと、そういうメ
カニズムが働かないのです。第４に、賃金が上がらな
い中で、徐々に貧困層が増えています。貧困層が増え
ることによって、特にアメリカ、イギリスのように、反
グローバリズムの動きが出て、結果として社会が不安
定化していくことになります。貧困層をなくしていくた
め、賃金の底上げが重要です。
　提案として３点あります。１つは、賃金を引き上げて
いくことに対しての大きな社会的な合意が要るのでは
ないかということ。従来、生産性三原則が日本の労使
の中にありました。バブル崩壊後、非常に厳しい状況
になって、労働分配率が一時的に大きく上がり、人件
費を抑制しないと企業自体の存続が危うくなるため、
ある程度賃金を抑えるとか、非正規を増やすというの
は、必要悪として仕方なかったと思います。しかし、
2000年代の半ばになるとかなり分配率が下がっていた
ため、生産性三原則を復活させ、生産性に合わせて

図表２　企業規模別労働分配率

（出所）�財務省「法人企業統計調査」から山田氏作成。後方４四半
期移動平均値。
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ます。時間軸が1990年代から始まっていると見れば非
正規雇用は増えています。1990年代後半に大きな変化
がありましたが、それを最近の動向に含めるか含めな
いかで、見えてくる形がすごく変わります。私の話が、（本
日の）前半の話と違って聞こえたとしたら、１つの原
因がそれで、もう１つの原因は、若年として私が思い
浮かべていた人たちが20代だったという点があります。
　データが2002年から始まっているのは、労働力調査
の調査設計が2002年に変わったためですが、2002年
は1997年ぐらいから始まった景気の急速な落ち込みが
落ち込み切ったところぐらいから始まっています。全年
齢平均の非正規雇用者割合はここ15年間、上昇して
いますが、学生を除く15歳から24歳と、25歳から34歳
を男女別に、雇用者に占める非正規雇用の割合をとっ
てみると、25歳から34歳の男性は2000年代１桁のとき
にちょっと増えていますが、ほかはそんなに増えていま
せん。ただ、1992年ぐらいと比べれば大いに上昇して
いますが、1990年代後半に上昇した後の動向を見てみ
ると、増えているというより、横ばいが続いています。
学生を除く15歳から24歳が少し下がっている傾向も見
られ、いわゆる専業フリーターは増えていません。
　にもかかわらず、若年の非正規雇用者が増え続けて
いるかのような印象があるのはなぜだろうかと考えて
みました。1990年代後半に起きた大きな変化が、年を
とって25歳から34歳に反映されている面が結構あるの
だと思います。全年齢で見た非正規雇用比率は、ここ
15年間、明確に上昇しています。ただ、これは正規雇
用が非正規雇用に代替されたというよりは、無業者が
非正規で働くようになって増えたという面が強いと思い
ます。マクロ的に見ると、正規雇用の数は増えていな
いのに非正規雇用が増えているというのは、正規雇用
が増えない分を非正規で埋めているというふうに見え
るのですが、個人レベルで見たときに、ぞれぞれの会
社が正社員を首にして非正規雇用で置きかえるという
ようなことが起きているわけではないのですが、若年
の非正規化が進んでいて、雇用状況が年々悪化してい
っているというイメージが一部で一人歩きしているとい
う印象があります。そうであれば、現実の把握から見
直したほうがよいのかなというのが、まず１点あります。

賃金が上がる方向に持っていけばよかったのですが、
そういう合意が事実上崩れてできなくなっています。
改めて合意を取り戻していくということが重要だと思い
ます。
　その１つの具体的な方法として、賃上げの方式を変
えていかなければだめなのではないかと思います。こ
れまでは、いわゆるパターンセッターがまず高い賃上
げをして、周りがそれについていく形です。今のパタ
ーンセッターは自動車産業を中心にした輸出産業です
が、グローバル競争の中で昔のようにぐいぐい引っ張
っていく力がなくなってきているのが実態ではないか
と思います。そういう中で、もう少し科学的なやり方
が必要なのではないか。第三者機関を創設してと、書
いていますが、スウェーデンでこれに近い方式があり
ます。中立的な有識者から成る委員会が一定の分析を
した上で、賃上げの目安を示すわけです。それをベー
スに交渉を行い、産別にあるいは最終的には個別に決
まっていくという仕組みをとっています。もう１つは、
日本の場合、過年度の物価上昇率をベースに賃金を要
求しますが、デフレ脱却にはそれではだめで、本来あ
るべき水準を考えながら、そこに近づけていくという
発想が必要です。
　最後にもう１つ重要なのは、生産性向上がついてい
かなければ続きません。これは一義的には経営の仕事
ですが、労働組合もパイを広げていくには、積極的に
そういう経営のあり方に対しても緊張感を持って提案
をしていくことが大事だと思います。労働組合として、
働く人たちが新しい技能を身につけるのをサポートす
るような役割の強化が必要です。

　本題に入る前にタイトルについて説明させていただき

■パネルディスカッション②

「若年非正規雇用者」を
めぐる誤解

近藤　絢子氏　東京大学社会科学研究所准教授
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人間らしい働き方の実現

　なぜこんなイメージがあるかを考えてみると、全年
齢で非正規雇用が増えているということに加え、1990
年代前半までの若年層の雇用状況と今の若年の雇用
状況を比べると明らかに差があります。今の20代は、「就
職氷河期世代」より多少状況は改善していると言って
いいのではないかと思いますが、「バブル世代」と大
分違います。若者のイメージが「就職氷河期世代」で
止まっている印象があります。30代後半から40代前半
はもう若者ではないと思いますが、若年支援の対象が
40代にまで延長されるようなことも起きています。就
職氷河期の頃に起きた問題が解決されないまま来てい
るので、それがいつまでも若年の問題という印象にな
っていると思います。
　正規と非正規の間での格差が大きいこと、企業規模
別でも非常に格差が大きく、特に大企業で新卒採用の
傾向が非常に強いので、新卒で就職活動に失敗した
場合に挽回できないことが前から指摘されています。
それが非正規の固定化に繋がり、1990年代後半に急
に非正規雇用が増えたことで顕在化し、貧困問題のよ
うな形で出てきているという印象があります。
　連合総研の「就職氷河期世代研究会」で行ったアン
ケートの結果では、「プレ氷河期世代」とその下にも
のすごい差があります。大卒で見ても初職が非正規と
いう人が出始めたのが「就職氷河期世代」です。世代
別の初職の企業規模構成比について、「プレ氷河期世
代」だけが明らかに大企業の比率が高いのです。企
業規模が大きいほうが平均的な賃金等が高いので、
年収などにも非常に差があり、離職率、転職回数など
も、「プレ氷河期世代」と「氷河期世代」との間に差
があります。1990年代に一気に悪化するような変化が
あり、そのままになっているというようなことは確かに
起きているのであろうと思います。
　若年の非正規雇用者が貧困に陥りやすいのは事実
です。若年の非正規雇用者は他の世代の非正規雇用
と違い、世帯の主たる稼得者である可能性が高いほ
か、無視できない割合が親の所得に依存しているとい
うこともわかっています。正規雇用の賃金は経験年数
とともに上昇していきますが、非正規の場合は経験年
数を積んでも時給が変わらないことがよくあり、年齢

が上がるとともに格差が広がっていきます。正社員な
ら行われたであろう人的資本投資が行われず、社会的
にも損失になり得ますし、また社会保険に加入してい
ないような働き方しかしていなかった場合は、将来の
年金額が下がり、高齢期に無年金となり貧困にもつな
がっていきます。
　解決法として、「期間の定めのない直接雇用」へ移
行することには疑問に思っています。雇い止めによる
失業の可能性は減るので、雇用の安定度は増すので
すが、それだけになってしまう気がします。異なる職
種や企業の間で所得格差は存在するため、「期間の定
めのない直接雇用」にしたところで格差が解消すると
は限らないわけです。正社員転換を法律で決めつける
ことをすると、かえって新たな歪みが生じかねない。５
年以上継続して雇用された有期雇用の労働者に無期
雇用への転換を求める権利を与えるという法律がある
結果、５年になる直前に雇い止めをするような動きが
出ています。企業に義務づけるという形で負担を増や
すと、求人自体が減ってしまい、かえって雇用が減る
のではないのだろうかと思います。社会保障とか公的
支援とか、企業ではなく、外側からどうにかすること
を考えたほうがよいのではないでしょうか。社会保険
の適用範囲が拡大されて、実際に改善されてきていま
すし、改善できると思います。貧困の問題などに関し
ても、本来もう少し現役世代の間で再分配があるべき
です。高齢者を除くと日本の再分配は機能していない
と言われています。親が非正規雇用の場合、子供世
代が貧困にならないようと考える時期に来ています。
いろいろな格差が生じているところを企業に１個１個
埋めていきなさいというアプローチよりも、外側から再
分配するというアプローチに変えていくべきだと思いま
す。
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　日本の職場では、働く人の時間主権はこれまで軽視
されがちでした。今後は、少子高齢化、共働き化の
進展に伴って、時間主権は非常に重要な経営課題にな
ってくると思います。一方で、高度プロフェッショナル、
裁量労働の適用拡大と、時間主権に逆行する動きが
あります。
　生活時間、そういうふうによく言われるオフの時間、
仕事をしない時間だと企業は考えていますが、全く違
います。オフの時間は自己研鑽・自己投資する、ある
いは職場以外にネットワークを広める、職場に中長期
的に利益をもたらす、そういう意味合いもあると思い
ます。一つめはプロダクト・イノベーション。例えば、
チャイルドシート、ノンアルコールビール、センサー付
きの照明、これに共通しているのはワーキングマザー
が開発した商品です。２つめはプロセス・イノベーショ
ン。私は4,000人の女性に子育てが仕事にどう影響を与
えているのか、アンケートをとりました。７割の女性は
時間の使い方がうまくなった、時間当たりの生産性が
高まった。これは別に女性だからとは思いません。私
自身、業務後にやることを抱えながら働く中で、同じ
実感はあります。３つめはパラレル・キャリア。ライフ
のキャリアがあると思います。子育て・介護で私自身
が一番学んだのは、相手を主語にして考えるスキル、
これは部下のやる気を引き出すには非常に有効です。
チーム力を最大化するためには、１人１人の部下のモ
チベーションを高められる、そういうマネジメント力と
いうのはライフのキャリアで磨かれると思います。
　かつては、正社員は時間・場所に無制約で働く一方、
非正規は給与が低くても働く場所・時間は自由に選択
できるという単純な構図にありました。最近は大きく
変容しています。正社員でも介護せざるを得ない、育

児をしたい、制約を受ける社員が増える一方です。また、
非正規の方の中には、自己選択ではなく、（非正規を）
選択せざるを得なかったという大きな社会問題があり
ます。今後は制約・無制約の間を柔軟に行きつつ、ど
うキャリア形成できる職場をつくるのかということがポ
イントと思っています。ワーク・ライフ・バランスという
言葉を10年前に政府が初めて使ったときは、就労継続
とライフでした。最近は、女性活躍推進法の流れもあ
って、どう子育て・介護をしながらキャリア形成してい
くのかということです。
　企業にこれから必要な視点は、企業の人間性、公
共性を見る目が非常に厳しくなっているということで
す。かつては経済性が評価されていましたが、最近は、
よからぬ問題を起こすと人間性が特に疑われ、経済性・
収益性にも非常に悪影響を及ぼすような状況になって
います。例えば、地域貢献できる時間を社員に持たせ
ている、単なる子育てや介護の支援ではなく、社員が
社会貢献するという企業のブランド力は非常に好感度
が高い。会社が本業で儲けたものを滅私やフィランソ
ロピーとかで罪滅ぼしに出すのではない、社員１人１
人が地域貢献をしていることは企業のブランディングと
して有効な施策です。
　私自身は、今の働き方改革に関しては半分賛成、半
分反対です。特に高度プロとか裁量労働の適用拡大
は働かせ方になりかねないと非常に懸念しています。
疲労困憊して倒れても自己責任で片づけられてしまう
職場にならないためにも、最後の砦となるのは労働組
合だと思います。高度プロを推進する経営者の中には
成果に応じた報酬とか、堂 と々おっしゃっている方が
おられるのですが嘘です。法案に書いていません。私
はいろいろな業界を見ていますが、成果に応じた報酬
を出すのはプロスポーツのように非常に限られた職場
だけだと思います。私自身のコンサル業界は、成果を 

「見える化」しやすい、定量化しやすい業界の１つです。
それでも成果を上げたら、目標を吊り上げ、どんどん
際限なく過重労働に追い込む。チーム、同僚なのだか
ら、同僚のために働け。そういうことに抗議した同僚は、
評価方法を一方的に変えられ、ということが実際にあ
ります。

■パネルディスカッション③

労働者の「時間配分」を
軸にした生活時間配分

渥美　由喜氏　東レ経営研究所主任研究員
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　「脱労働時間」と変な言葉がありますが、労働時間
の把握は益々重要になります。生産性は、全ての業務、
質と量の積を分子にして、分母は時間です。これまで
の働き方は、分母が長時間で、分子の質も高める、
量も増やしていく。分母と分子の両方を増やしていた
から、なかなか生産性が高まらなかった。これからは
限られた時間でどう質を高めるのかを、経営者、管理
職がマネジメントスキルを上げて工夫しないといけな
い。ではどうやって質を高めるのか。これまではピラミ
ッド型の仕事の仕方をしていました。質を高めるとき
に裾野を広げてすき間なくレンガを積み上げると、む
ちゃくちゃ時間とエネルギーを使います。これからはこ
ういうやり方はもたないです。私はジェンガ式と言って
いるのですが、抜いて乗せる、抜いて乗せるというこ
とが質を高めるためには不可欠です。抜くというのは
手抜きではないのです。非常にセンスが問われます。
いかに周辺業務をやる人を中核業務に振り分けるのか
というマネジメントスキルができていないから、無駄な
業務がはびこっています。
　労働組合の皆さんに期待したいことを申し上げます。
企業、職場、働く人をニューフロンティアに導くＪＦＫ
と言っているのですが、３つのキーワードがあります。
１つめは自立・自警のＪです。労働雇用問題で非常に
厳しい目が企業に注がれるようになっています。悪い
ことが起きていたら、まず企業の中で自浄機能を働か
せないといけない。これは労働組合に非常に求められ
ることです。２つめは俯瞰的視点のＦです。経営が短
期的に利益追求になってしまうところを中長期的によ
い会社にするために労働組合の視点が重要です。働き
方改革、ワーク・ライフ・バランスは簡単にはできませ
ん。３つめは、Ｋ3、葛藤と格闘し続ける「覚悟」です。
　どうやったら意識を変えられるのかと言われるので
すが、「１：２：４：８の法則」を考えます。相手から
言われてやったら１倍の成果しか上がりません。相手
の言い分に納得して参加すると２倍、企画段階から手
伝うと４倍、また共感・共鳴して自ら実践すると８倍の
成果が上がるといわれます。労働組合の皆さんは、職
場の同志、同僚のために汗をかくという尊い働きをな
さっていると感謝しています。その上で、私の知る限り、

組合の友達はワーク・ドリンク・バランスかなと思います。
生活時間、時間主権をまず組合の皆さんが取り戻すこ
とによって、組合の人たちって生き方が違うと、共感の
連鎖を起こしていただきたいと思います。ワーキングマ
ザー、介護しながら働いている人たちも組合で活躍で
きることも重要かなと思います。共感の連鎖がポイント
です。
　私は「健康マイレージ」を提案しています。日本は
健康診断が世界で一番普及している国です。健康管理
のビッグデータは日本に一番あります。それを見て、例
えば体脂肪率、血糖値が改善したらポイントにして、
一定割合たまるとマイレージ化して、定年延長に結び
つけようと。長時間労働が美徳という会社において、
健康を度外視した働き方で社員が大病を患い、健康
保険組合が半端ではない負担をしていました。この負
担を改善すると、コストが圧縮でき、そこを原資に定
年延長ができる。会社にとっては、自分たちの仕事が
よくわかっている健康で元気な人に長く働いてほしい。
ウイン・ウインですね。仕事が大好きな人も徹夜した
いのではなく、長い期間、安心して働きたい。組合活
動をしている皆さんは、社員にどう共感してもらえるか
を念頭に置いて、時間主権を労働者の手に取り戻して
いただきたいと強く願います。

人間らしい働き方の実現
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